
令和 7 年度事業報告 

 

社会福祉法人 健康の森学園 

基本方針 

  感染症等への予防対策は継続しながら、学園での各事業活動及び地域社会との交流、

連携を進めた。また、利用者の地域生活への移行を促進するため、職場実習及びグル

ープホーム体験利用を積極的に行い、自立と社会参加への意欲を高め、主体的に活動

できるように支援した。 

 

１ 実施事業所名と職員の状況 

（１）事業所名         

①岡山県健康の森学園障害者支援施設     (指定管理)   定員 ３５名 

②岡山県健康の森学園就労継続支援事業所   (指定管理)   定員 ２０名 

③健康の森学園共同生活援助事業所              定員 ４９名 

④健康の森学園相談支援事業所      特定相談支援    定員   名 

                     障害児相談支援   定員   名 

 ⑤もりっこ               児童発達支援    定員 １０名 

                     放課後等デイサ－ビス定員 １０名 

 ⑥健康の森学園短期入所事業所                定員  ３名 

 

(２)職員の状況  （嘱託医、グル－プホ－ム世話人・生活支援員は除く）R8.3.31 

 

   区  分 

 

          現    員  

  備 考 

 

 正 規 職

員 

 

常勤 

臨時職員 

非常勤 

臨時職員 

施設長 １      管理者・サビ管兼務 

管理者 (兼務５)        

サ－ビス管理責任者 ３   管理者兼務２ 

児童発達支援管理責任者   １   管理者兼務１ 

相談支援専門員    ２  １ 管理者兼務 1  

生活支援員     ５ １ ５  

職業指導員     ２ １ ４  

就労支援員     １   就労定着支援員兼務

１ 



就労定着支援員 (兼務 1 )    

目標工賃達成指導員     １    

保育士     １ ２   １  

児童指導員・指導員   １    

看護師     １    １  

栄養士     １      

事務員     ２       

宿直員      ３  

障害者自立支援員        １  新見市へ出向 

 ２２ ５    １５  合 計 ４２名 

 

２ 業務内容及び執行状況  

(１)知的障害者の基本的な生活訓練及び指導 

 (ア)利用者支援の充実 

  ・保護者を交えての個別懇談を行った。個別支援計画に基づき、自立訓練と就労

移行支援では３ヶ月毎に、また就労継続支援Ｂ型では６ヶ月毎に、個別支援計

画のモニタリングを行い、進捗度や課題などについての検討後、現状に適応し

た個別支援計画の作成を行った。モリタニングには、利用者も参加し、意向確

認を行いながら次年度の個別支援計画の作成を行った。 

・自立訓練利用者については、SIM 指標を活用した社会生活の自立度評価に基づ

き支援計画を進めた。 

(ⅰ)公共交通機関の利用訓練 ６回 (バス・JR の利用) 

(ⅱ)調理・買い物訓練    ９回 (食材の購入・調理) 

(ⅲ)学習時間の設定     随時 (社会生活で必要な知識（性教育、社会ル

－ル、安全）の支援を行った。) 

(ⅳ)園内実習の実施     随時 就労移行サービス・就労継続支援事業所

での体験活動、研修会を開催し、将来的

見通しが持てるよう支援を行った。 

   (ⅴ)２年目の利用者はチャレンジ講座に参加し、就職に向けての意欲向上、社

会生活への意識づけを行った。 

   年間を通しての取り組みで、社会生活を維持するための評価項目で各利用者の

能力向上が図れた。(別紙資料 1) 

  ・毎月、施設会議、班会議、個別支援会議等を開催して、作業面と生活面におけ

る支援の充実について検討した。 



・サ－ビス内容、環境設備、職員の対応等について利用者アンケ－トを行い、改

善点等について職員間で共通認識を持ちサ－ビス向上に向けての意識を高め

た。老朽化した寮舎内備品については計画的に交換した。 

(イ)生活訓練の充実 

  ・グループホーム利用予定者に対しては、グループホームの空室を利用して、宿

泊体験や公共機関の利用体験を行い将来の地域生活に向けての意識付けを行っ

た。令和 7 年度は、3 名の利用者がグループホーム体験を行った。 

 (ウ)健康衛生･安全指導の充実 

  ・感染症予防対策として、利用者、職員の健康管理に努め、マスクの着用の推奨、

手指消毒等を継続して取り組んだ。 

  ・定期健康診断を１回、内科検診を２回、利用者の健康管理に努め、治療の必要

な利用者については、保護者と連絡を取り治療を行った。 

  ・寮舎において、ダニ駆除やこまめな換気等を実施して衛生管理に努めた。 

  ・毎月１回、火災や地震を想定した避難訓練を実施した。また、毎月１０日を安

全点検の日として危険箇所の点検と修繕を行った。 

  ・定期研修として、心肺蘇生法の実技研修、不審者への対応訓練を実施して緊急

時に備えた。 

  ・災害発生時を想定した事業継続計画 (BCP)に対応した模擬訓練を実施した。 

(２)知的障害者の社会参加の促進 

 (ア)地域生活への移行の促進(グループホーム支援) 

  ・今年度はグループホーム住居の利用者１名がサテライト住居へ移行となった。

サテライト住居には、生活支援員が定期的に訪ねて見守り支援を行うとともに、

世話人による食事の提供、調理指導、金銭管理の支援を行い、一人暮らしに向

けた支援を行った。 

･施設入所者のグループホームへの体験利用を積極的に受け入れ、地域での生活 

を体験することで、地域移行に向けての意欲向上に繋げた。 

  ・地域連携推進会議を開催し、利用者と地域との関係づくりや、地域の方への施設や

利用者の理解促進を図った。また、施設見学等により利用者の権利擁護や施設の透

明性・質の確保の向上に努めた。 

  ・老朽化したグループホーム住居２か所を統合し、新たに生活環境の整った住居

を整備し、生活環境及び安全面の向上を図った。 

 (イ)経験の拡大と余暇支援の充実 

  ・各活動班でアンテナショップでの販売を担当し、販売・接客を通して、就労や

地域生活に向けての社会体験を行った。 

・宿泊を伴う社会体験学習は感染症発生のため中止となったが、保護者会の視察



研修に合わせて、社会見学を行った。 

  ・第１、３、５の土曜日の午前中にスポ－ツ、音楽、手芸・芸術のサ－クル活動

を実施した。 

(３)知的障害者の就労に必要な適応訓練及び指導 

 作業訓練の充実 

  ・年間２６９日間の開所日数で、１日当たり６．５時間の活動時間を設定し、一

般就労に向けての労働習慣・労働意欲、責任感等の育成を図った。 

  ・新見市障害者自立支援協議会の実施する企業面接会、職場見学会などに参加す

ることで、就労に対しての意欲の向上に繋げた。 

・１月あたりの工賃として、自立訓練事業（畜産・果樹班）では１３，３９３円

を、就労継続支援Ｂ型事業（畜産・果樹班）では１０，３７４円を、就労移行

支援事業（農産・園芸班）では２３，３０９円を、就労継続支援Ｂ型事業（林

産・家事生活班）では３０，４１２円を各利用者に支給し就労の意欲を高めた。 

  ・就労移行支援サービス利用者には職場実習に向けての学習等を行い、７年度は

３名が一般就労し、１名が地域での福祉的就労に移行した。 

(４)児童発達支援における療育 

 利用者支援の充実 

  ・就学前の児童発達支援、就学後の放課後等デイサ－ビスにおいて、利用児童の

達成感が得られる課題を設定し、活動を通して自信がつくよう支援を行った。 

(５)県民に対する啓発の推進 

 (ア)地域社会との連携 

  ・市内のアンテナショップ「森のおみせ」では、学園での行事や活動の様子を動

画や写真で紹介し、地域の方へ障害への理解と啓発に努めた。 

  ・施設外就労への取り組みは例年通りに実施でき、農作業活動を通して地域との

連携が図れた。 

  ・新見市社会福祉法人連絡協議会構成員として、フードドライブ活動、ピオーラ

食堂等の地域公益活動に取り組んだ。 

  ・新見市内の社会福祉法人施設が連携して、自然災害を想定した BCP 対応訓練を

実施した。 

・新見市障害者地域活動支援センタ－（ほほえみ広場にいみ）に、障害者自立支

援員として１名の職員が出向して、在宅生活者と家族の支援を行った。 

(６)その他、知的障害者の自立の促進に関し必要な業務 

 (ア)職員資質の向上 

・障害者虐待防止及び身体拘束の適正化に関する研修会を年 4 回、コンプライア

ンス研修を 1 回実施して施設職員・グループホーム職員の共通認識を図った。 



・利用者の性にかかわる課題に対する職員の対応について学ぶため、包括的性教

育の研修を実施し法人職員の共通認識を図った。 

･利用者に対する職員自身の言動についての振り返りを促すために、虐待や人権

侵害の防止について、セルフチェック表により確認した。 

・支援学校との連携で、発達障害への理解、問題行動への対応に関しての研修会

を開催し専門的知識を深めた。 

 (イ)保護者等との連携 

  ・担当職員との個別懇談会を実施し、利用者の個別支援計画について保護者と職

員の連携を図った。また、保護者会を組織しており、利用者の活動に協力いた

だくとともに、希望や意見を聞き事業改善を図った。 

  ・保護者作業日、スポーツ交流会、給食試食会を再開し保護者との交流を深めた。 

  ・保護者研修会には職員、利用者が参加し、知見を深めた。 

 (７)経営基盤の安定 

・県下の特別支援学校及び一般高校に学園の紹介(学校訪問)を行うとともに、１

０月には施設見学・体験を目的にチャレンジ体験日を設定して将来的な利用促

進を図った。３組の家族参加及び教員の参加があった。引き続き開催予定であ

る。 

・各サービスにおいて上位加算の取得に向け、実績及び要件を達成できるように

努めた。 

・将来的な利用者獲得に向け、継続事業所では作業種目の検討を行った。 

３ 各事業の取り組み状況 

(１) 岡山県健康の森学園障害者支援施設 

①  自立訓練（生活訓練）事業 （畜産・果樹班） 

(支援面重点取り組み) 

・就労移行に向けての準備として、農産班(就労移行事業)での体験実習等を

行い、将来の就労目標が持てるような体験活動を実施した。また、アンテ

ナショップの活動に参加し接客などを通して社会性が向上した。 

(作業面重点取り組み) 

・高等部との作業連携で、牛舎の床替えを週一回行い飼育環境の管理に努め

た。和牛の出産は計画通りにできた。 

②  就労継続支援Ｂ型事業（畜産・果樹班） 

(支援面重点取り組み) 

・自閉的傾向の利用者が多く、他者の動きが気になり不安定になりがちであ

ったが、作業配置の検討を行い、１日の予定を明確に示し情緒が安定して

取り組めるように支援した。 



(作業面重点取り組み) 

・パイプハウス内での養鶏は冬場の温度保持ができ高品質な卵の販売ができ

た。また、安定した産卵数の確保ができた。 

③  就労移行支援事業(農産・園芸班)  

(支援面重点取り組み) 

・施設外支援(職場実習)を行い就労意欲の向上を図るとともに、多様な利用

者のニーズに対応するため新規の受け入れ先の確保に努めた。 

(作業面重点取り組み) 

・収穫や販売準備において利用者に責任をもって取り組んでもらうことで意

欲、責任感の向上につなげた。 

・作業日誌を用いて一日の活動を振り返り、目標に対しての自己評価を行い

意欲の向上に繋げた。 

・利用者が取り組みやすい作業種目の選定については、個々の実態に合わせ

次年度も検討が必要である。 

(２) 岡山県健康の森学園就労継続支援事業所（林産・家事生活班） 

(支援面重点取り組み) 

・個々の実態に応じて、目標の持てる作業配置ができ、責任感の向上に繋が

った。 

・一日のうちで主となる作業以外に、数種の作業を準備しており、情緒の不

安定な利用者、体調不良の利用者に配慮した作業環境を提供できた。   

(作業面重点取り組み) 

・全体的に作業の遅れが出たが、工賃支給に関しては昨年度を上回る金額が

支給できた。 

(３) 健康の森学園共同生活援助事業所 （法人事業） 

・住居の老朽化に伴い、西方ハイツ、上市ハイツを統合し新規に上市ハイツ

を整備し、生活環境と安全面での改善を図った。              

・支援者が外部研修に参加することで、職員のサービスの質の向上に向けて

取り組めた。 

・世話人、生活支援員に虐待防止研修や救急法等の研修会を実施してサービ

スの向上に努めた。 

(４) 健康の森学園短期入所事業所（日中一時支援事業も含む） （法人事業） 

・日中一時支援事業では医療的ケア児の受け入れ態勢をとり、延べ 19 回の受

け入れを行った。 

・短期入所事業では、利用希望に合わせて職員確保ができた。 

 



(５) 健康の森学園相談支援事業所 （法人事業） 

・利用者の適切な移行を進める中で、地域移行だけでなく地域定着の必要性

を感じるケースが多くあり重点目標に「地域移行地域定着」を加えて支援

を進めた。  

・利用者の権利擁護の啓発に努めた。 

(６) もりっこ （法人事業） 

・年長児については認定こども園、幼稚園、保育所、保健師、保護者と情報共

有を行い、就学移行がスムーズに行えるようにして いった。今後、就学児

童について、小・中学校については定期的に情報交換が行えるようにして

いく。         

・他事業所と利用者支援及び感染症対策、虐待防止等の合同研修を行い職員の質

の向上に努めた。 

 

 


